
◎少年法等の一部を改正する法律 
（令和三年五月二八日法律第四七号）   

一、 提案理由（令和三年四月二日・衆議院法務委員会） 

○上川国務大臣 少年法等の一部を改正する法律案につきまして、その趣旨を御説明い

たします。 

 近年の法律改正により、公職選挙法の定める選挙権年齢は満二十年以上から満十八年

以上に改められ、また、民法の定める成年年齢も二十歳から十八歳に引き下げられるこ

ととなり、十八歳及び十九歳の者は、社会において、責任ある主体として積極的な役割

を果たすことが期待される立場となりました。 

 刑事司法における取扱いにおいては、十八歳及び十九歳の者は、成長途上にあり、可

塑性を有する存在である一方で、このような社会情勢の変化を踏まえますと、これらの

者については、少年法の適用において、その立場に応じた取扱いをすることが適当であ

ると考えられます。 

 そこで、この法律案は、少年法を改正して、十八歳以上の少年の特例等を定めるとと

もに、関係法律を改正することにより、所要の措置を講ずるものであります。 

 この法律案の要点を申し上げます。 

 第一は、十八歳以上の少年の保護事件について、家庭裁判所が原則として検察官に送

致しなければならない事件に、死刑又は無期若しくは短期一年以上の懲役若しくは禁錮

に当たる罪の事件であって、犯行時十八歳以上の少年に係るものを加えることとするも

のであります。 

 第二は、十八歳以上の少年の保護事件について、虞犯をその対象から除外するととも

に、家庭裁判所による保護処分は、犯情の軽重を考慮して相当な限度を超えない範囲に

おいてしなければならないこととするものであります。 

 第三は、十八歳以上の少年について、検察官送致の決定がなされた後の刑事事件の特

例に関する少年法の規定は、原則として適用しないこととするものであります。 

 第四は、十八歳以上の少年のとき犯した罪により公訴を提起された場合には、略式手

続による場合を除き、記事等の掲載の禁止に関する少年法の規定を適用しないこととす

るものであります。 

 このほか、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案の趣旨であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに可決くださいますようお願いいたします。 

二、 衆議院法務委員長報告（令和三年四月二〇日） 

○義家弘介君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、成年年齢の引下げ等の社会情勢の変化を踏まえ、十八歳及び十九歳の者につ

いて、少年法上の少年として家庭裁判所に全件送致する現行の規定を適用する一方、原



則として検察官に送致しなければならない事件の対象範囲を拡大する等の措置を講じよ

うとするものであります。 

 本案は、去る三月二十五日、本会議にて趣旨説明及び質疑が行われた後、本委員会に

付託されました。 

 四月二日上川法務大臣から趣旨の説明を聴取し、六日に質疑に入り、同日参考人から

意見を聴取し、十二日東京家庭裁判所の視察を行いました。 

 十四日には、本案に対し、立憲民主党・無所属から、特定少年の保護事件に関する特

例規定の削除等を内容とする修正案が提出され、趣旨の説明を聴取した後、原案及び修

正案を一括して質疑を行い、同日質疑を終局いたしました。 

 十六日、討論、採決の結果、修正案は賛成少数をもって否決され、本案は賛成多数を

もって原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和三年四月一六日） 

 政府及び最高裁判所は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべき

である。 

一 新たに原則逆送の対象となる罪の事件、とりわけ強盗罪については、様々な犯情の

ものがあることを踏まえ、家庭裁判所が検察官に送致するかどうかを決定するに当た

り、適正な事実認定に基づき、犯情の軽重を十分に考慮する運用が行われるよう本法

の趣旨の周知に努めること。 

二 十八歳及び十九歳の者の健全育成及び非行防止のためには、早期の段階における働

き掛けが有効であることに鑑み、少年非行対策及び福祉支援策における関係府省庁の

連携・協議の枠組みを強化するとともに、関係諸機関、団体等と有機的に連携しつつ、

適切な保護、支援を行うための施策の一層の推進を図ること。 

三 罪を犯した者、とりわけ十八歳及び十九歳などの若年者の社会復帰の促進を図るた

め、前科による資格制限の在り方について、対象業務の性質や実情等を踏まえつつ、

府省庁横断のしかるべき場を設けるなどして、政府全体として速やかに検討を進め、

その結果に基づいて、法改正を含め必要な措置を講ずること。 

四 特定少年のとき犯した罪についての事件広報に当たっては、インターネットでの掲

載により当該情報が半永久的に閲覧可能となることをも踏まえ、いわゆる推知報道の

禁止が一部解除されたことが、特定少年の健全育成及び更生の妨げとならないよう十

分配慮されなければならないことの周知に努めること。 

五 少年事件に関する事件広報に当たっては、被害者及びその家族・遺族の名誉又は生

活の平穏が害されることのないよう十分配慮されなければならないことの周知に努め

ること。 

三、 参議院法務委員長報告（令和三年五月二一日） 



○山本香苗君 ただいま議題となりました法律案につきまして、法務委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、成年年齢の引下げ等の社会情勢の変化を踏まえ、年齢満十八歳以上二十

歳未満の特定少年に係る保護事件について、虞犯をその対象から除外し、原則として検

察官に送致しなければならない事件についての特則等の規定を整備するとともに、検察

官送致の決定がされた後の刑事事件の特例に関する規定は、特定少年には原則として適

用しないこととする等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、参考人から意見を聴取するとともに、本法律案の立法事実、

特定少年に関する原則逆送対象事件の範囲の妥当性、特定少年に対する推知報道の禁止

を一部解除する理由、特定少年に対する家庭裁判所調査官の調査の在り方、犯罪被害者

への支援を充実させる必要性等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によ

って御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、立憲民主・社民を代表して真山理事、日本

維新の会を代表して清水理事、日本共産党を代表して山添委員、沖縄の風を代表して高

良委員、碧水会を代表して嘉田委員より、それぞれ本法律案に反対する旨の意見が述べ

られました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和三年五月二〇日） 

 政府及び最高裁判所は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべき

である。 

一 十八歳及び十九歳の者は、類型的に成長発達途上にあって可塑性を有する存在であ

ることから、引き続き少年法の適用対象と位置付けることとした趣旨を踏まえ、少年

の健全な育成を期するとする法の目的及び理念に合致した運用が行われるよう本法の

趣旨の周知に努めること。 

二 現行の原則逆送対象事件については、家庭裁判所が、犯情及び要保護性に関する

様々な事情について十分な調査を行った上、これにより判明した事実を考慮して、検

察官に送致するかどうかの決定を行っていることを踏まえ、新たに原則逆送の対象と

なる罪の事件には様々な犯情のものがあることに鑑み、家庭裁判所が同決定をするに

当たっては、きめ細かな調査及び適正な事実認定に基づき、犯情の軽重及び要保護性

を十分に考慮する運用が行われるよう本法の趣旨の周知に努めること。 

三 十八歳及び十九歳の者の健全育成及び非行防止のためには、早期の段階における働

き掛けが有効であることに鑑み、少年非行対策及び福祉支援策における関係府省庁の

連携・協議の枠組みを強化するとともに、関係諸機関、団体等と有機的に連携しつつ、



適切な保護、支援を行うための施策の一層の推進を図ること。 

四 罪を犯した者、とりわけ十八歳及び十九歳などの若年者の社会復帰の促進を図るた

め、前科による資格制限の在り方について、対象業務の性質や実情等を踏まえつつ、

府省庁横断のしかるべき場を設けるなどして、政府全体として速やかに検討を進め、

その結果に基づいて、法改正を含め必要な措置を講ずること。 

五 特定少年のとき犯した罪についての事件広報に当たっては、事案の内容や報道の公

共性の程度には様々なものがあることや、インターネットでの掲載により当該情報が

半永久的に閲覧可能となることをも踏まえ、いわゆる推知報道の禁止が一部解除され

たことが、特定少年の健全育成及び更生の妨げとならないよう十分配慮されなければ

ならないことの周知に努めること。また、インターネットを悪用した人権侵害対策へ

の取組を推進すること。 

六 少年事件に関する事件広報に当たっては、被害者及びその家族・遺族の名誉又は生

活の平穏が害されることのないよう十分配慮されなければならないことの周知に努め

ること。 

七 犯罪被害者支援を充実させる観点から、真に援助が必要な犯罪被害者が早期の段階

から弁護士による支援を受けるための弁護士費用の援助を始めとする充実した法的支

援の方策について、担い手である日本弁護士連合会や日本司法支援センターと連携し、

引き続き検討すること。 

八 可塑性を有することなどの特定少年の特性を踏まえ、検察官送致決定がされた事件

において、特定少年に対する被疑者取調べが適正に行われるよう、必要な検討を行う

こと。 

  右決議する。 

 


